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諮問庁：法務大臣 

諮問日：平成２９年５月２５日（平成２９年（行情）諮問第１９７号） 

答申日：平成２９年９月６日（平成２９年度（行情）答申第２２１号） 

事件名：特定法務局長の決裁に係る決裁綴り（特定期間）のうち人権擁護部に

おいて作成された決裁簿の一部開示決定に関する件 

 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

「東京法務局長の決裁にかかる決裁綴り（期間は平成２９年１月１日か

ら末日まで）のうち，当局人権擁護部において作成された決裁簿」（以下

「本件対象文書」という。）につき，その一部を不開示とした決定につい

て，諮問庁がなお不開示とすべきとしている部分については，別紙に掲げ

る部分を開示すべきである。 

第２ 審査請求人の主張の要旨 

１ 審査請求の趣旨 

行政機関の保有する情報の公開に関する法律（以下「法」という。）３

条の規定に基づく開示請求に対し，平成２９年４月２８日付け２庶文１第

４０３号により東京法務局長（以下「処分庁」という。）が行った一部開

示決定（以下「原処分」という。）について，取消しを求める。 

２ 審査請求の理由 

記録された内容を精査し，支障が生じない部分については開示すべきで

ある。 

第３ 諮問庁の説明の要旨 

１ 審査請求人の審査請求に係る処分について 

審査請求人から開示請求のあった行政文書の名称は，東京法務局長の決

裁にかかる決裁綴り（期間は平成２９年１月１日から末日まで）のうち，

当局人権擁護部において作成された決裁簿である。 

処分庁は，下記３の理由により，平成２９年４月２８日，行政文書の部

分開示の決定（原処分）をし，同日付け２庶文１第４０３号「行政文書開

示決定通知書」で審査請求人に通知した。 

２ 審査請求の趣旨について 

審査請求人は，処分庁が行った原処分を取り消し，全部開示とするとの

決定を求めていると解される。 

３ 人権侵犯事件について 

人権侵犯事件とは，人権侵犯の疑いのある事案をいい，法務省の人権擁
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護機関がこの人権侵犯事件について行う調査・処理の目的は，侵犯事実の

有無を確かめ，その結果に基づき，相手方や関係者に対し人権尊重の意識

を喚起して，当事者の自発的意思による自主的な侵害行為の停止，侵害状

態の排除，被害の回復及び侵害の再発防止を促すなどすることである。 

４ 部分開示を行った理由について 

本件対象文書のうち，不開示とした「件名」欄，「起案日」欄，「文書

番号」欄及び「伺い文」欄については，人権侵犯事件に関する，事件番号，

管轄法務局名，人権侵犯事件の具体的な事件の名称，人権侵犯事件の開始

年月日，人権侵犯事件の処理の方針など個別事件の処理状況に係る情報が

記載されている。 

これらの情報が開示されれば，個別の人権侵犯事件が特定される可能性

があり，（処理を終えていない意思形成過程にある）個別事件に係る法務

局内部における人権侵犯事件の取扱いや処理についての協議・検討を行っ

た状況やその結果，その進捗状況など内部的な協議・検討過程に係る情報

が明らかとなることから，外部からの圧力や干渉等の影響を受けることな

どにより本事件に対する職員の率直な意見の交換若しくは公正であるべき

意思決定の中立性が不当に損なわれるおそれがある。 

したがって，当該不開示部分は法５条５号の不開示情報が記録されてい

る場合に該当する。 

また，人権侵犯事件の調査は，調査内容の秘匿を条件に関係者の協力を

得ながら進めているのが実情であり，その秘匿が保証されなければ人権侵

犯事件の適正迅速な調査処理に重大な支障が生じるおそれがある。すなわ

ち，一般に被害者その他の関係者が情報の秘匿に極めて神経質であり，人

権侵犯事件記録の取扱いに少なからぬ関心を払っている実情からは，たと

え既に処理を終えた人権侵犯事件であっても，その事件の特定につながる

情報が開示されることとなると，人権侵犯事件の関係者から無用の誤解，

反発を招き，調査そのものに協力することを拒否するようになるおそれが

ある。また，そもそも，人権侵害の救済を求める者が，法務省の人権擁護

機関に被害の申出をすることを差し控えるようになるおそれもある。 

このような事態となれば，十分な調査が実施できず，その結果，真相解

明が困難となり，相手方に啓発する等の実効的な被害者救済がなし得なく

なるばかりでなく，人権救済制度そのものの適切な運用ができなくなるな

ど，今後の国の機関が行う人権擁護行政事務の適正な遂行に支障を及ぼす

おそれがあることは否定できない。 

したがって，当該不開示部分は，原処分では判断していないが，法５条

６号柱書きの不開示情報にも該当する。 

５ 開示相当とする部分について 

本件対象文書のうち，不開示とした「名称（小分類）」欄については，
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個別具体的な人権侵犯事件の特定につながる記載事項とは認められないこ

とから，当該部分については開示とすることが相当である。 

第４ 調査審議の経過 

当審査会は，本件諮問事件について，以下のとおり，調査審議を行った。 

① 平成２９年５月２５日  諮問の受理 

② 同日          諮問庁から理由説明書を収受 

③ 同年６月６日      審議 

④ 同年７月１８日     本件対象文書の見分及び審議 

⑤ 同年８月７日      審議 

⑥ 同年９月４日      審議 

第５ 審査会の判断の理由 

１ 本件対象文書について 

本件対象文書は，「東京法務局長の決裁にかかる決裁綴り（期間は平成

２９年１月１日から末日まで）のうち，当局人権擁護部において作成され

た決裁簿」であり，処分庁は，その一部を法５条５号に該当するとして，

不開示とする原処分を行った。 

これに対し，審査請求人は，原処分の取消しを求めているところ，諮問

庁は，不開示部分のうち，「名称（小分類）」欄の記載部分については開

示することが相当であるとしているものの，その余の部分（以下「不開示

維持部分」という。）については，不開示理由に法５条６号柱書きを追加

した上で，原処分を妥当としていることから，以下，本件対象文書の見分

結果を踏まえ，不開示維持部分の不開示情報該当性について検討する。 

なお，当審査会において，本件の開示実施文書を確認したところ，原処

分に係る開示決定通知書において不開示とする旨明記されていない部分

（一部の「備考」欄の記載）が不開示とされていることが認められた。当

該部分については，原処分に係る開示決定通知書上不開示とする旨明記さ

れていない以上，原処分において開示されたものと解するべきであるから，

本件審査請求の対象外であるといわざるを得ず，したがって，当審査会は，

当該部分の不開示情報該当性についての判断は行わない。 

２ 不開示維持部分の不開示情報該当性について 

（１）諮問庁の説明 

ア 本件対象文書のうち，不開示とした「件名」欄，「起案日」欄，

「文書番号」欄及び「伺い文」欄については，人権侵犯事件に関する

事件番号，管轄法務局名，人権侵犯事件の具体的な事件の名称，人権

侵犯事件の開始年月日，人権侵犯事件の処理の方針など個別事件の処

理状況に係る情報が記載されている。 

イ これらの情報が開示されれば，個別の人権侵犯事件が特定される可

能性があり，（処理を終えていない意思形成過程にある）個別事件に
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係る法務局内部における人権侵犯事件の取扱いや処理についての協

議・検討を行った状況やその結果，その進捗状況など内部的な協議・

検討過程に係る情報が明らかとなることから，外部からの圧力や干渉

等の影響を受けることなどにより本事件に対する職員の率直な意見の

交換若しくは公正であるべき意思決定の中立性が不当に損なわれるお

それがあり，したがって，当該不開示部分は法５条５号の不開示情報

が記録されている場合に該当する。 

ウ また，人権侵犯事件の調査は，調査内容の秘匿を条件に関係者の協

力を得ながら進めているのが実情であり，その秘匿が保証されなけれ

ば人権侵犯事件の適正迅速な調査処理に重大な支障が生じるおそれが

ある。すなわち，一般に被害者その他の関係者が情報の秘匿に極めて

神経質であり，人権侵犯事件記録の取扱いに少なからぬ関心を払って

いる実情からは，たとえ既に処理を終えた人権侵犯事件であっても，

その事件の特定につながる情報が開示されることとなると，人権侵犯

事件の関係者から無用の誤解，反発を招き，調査そのものに協力する

ことを拒否するようになるおそれがある。また，そもそも，人権侵害

の救済を求める者が，法務省の人権擁護機関に被害の申出をすること

を差し控えるようになるおそれもあり，このような事態となれば，十

分な調査が実施できず，その結果，真相解明が困難となり，相手方に

啓発する等の実効的な被害者救済がなし得なくなるばかりでなく，人

権救済制度そのものの適切な運用ができなくなるなど，今後の国の機

関が行う人権擁護行政事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがある

ことは否定できないことから，法５条６号柱書きの不開示情報にも該

当する。 

（２）検討 

ア 本件対象文書は，表形式の１０頁から成る決裁簿であり，１行ごと

に１件の決裁に係る様々な情報が具体的に記載されていると認められ

る。 

    原処分においては，各行のうち，人権侵犯事件に関する決裁に係る

「件名」欄，「起案日」欄，「文書番号」欄，「名称（小分類）」欄

及び「伺い文」欄の空欄を除く各記載部分が不開示とされており，そ

のうちの「名称（小分類）」欄を除く部分が不開示維持部分である。 

  イ 諮問庁は，不開示維持部分が開示されれば，個別の人権侵犯事件が

特定される可能性があると説明しているので，この点につき，当審査

会事務局職員をして更に諮問庁に確認させたところ，不開示維持部分

の一部には，個々の人権侵犯事件に係る事件番号及び文書番号が記載

されており，特定の人権侵犯事件に係る事件記録について，当該事件

の当事者等から保有個人情報開示請求があれば，当該各番号について



5 
 

は開示することとしていることから，当該各番号が公になることによ

り，当該事件の当事者等が事件番号又は文書番号を見れば，当該事件

を特定することが可能であるとのことである。 

そこで，当審査会において，本件対象文書中の不開示維持部分の各

記載内容を見分したところ，「件名」欄及び「伺い文」欄の一部に

は，各人権侵犯事件に係る事件番号が，また，「文書番号」欄には

各決裁に係る文書番号が，それぞれ記載されていると認められる。

そうすると，上記のとおり，特定の人権侵犯事件に係る事件記録に

ついて，当該事件の当事者等から保有個人情報開示請求があれば，

当該各番号については開示することとされていることに照らせば，

当該各番号を公にすると，当該人権侵犯事件の当事者等の関係者に

おいて当該事件を特定することが可能となる旨の諮問庁の上記の説

明は，首肯できる。 

    さらに，「伺い文」欄には，上記の事件番号の外，個々の人権侵犯

事件に係る事件名や詳細な処理内容等に関する具体的な情報が記載さ

れている部分があると認められ，当該部分を公にすると，少なくとも

当該人権侵犯事件の当事者等の関係者において当該事件を特定する可

能性があることも否定できない。 

  ウ そして，人権侵犯事件の調査事務は，その事務の性質等に照らし，

様々な領域における幅広い事象を扱うものであり，また，その内容も

機微にわたるものが多い上，その事実関係の調査や解決のための措置

として任意的手段しか有しないこと等に照らせば，人権侵犯事件の調

査事務に適切に対応するためには，法務局内部において忌たんのない

意見交換を行い，十分な検討を行う機会が確保される必要があるもの

と認められる。 

  エ 以上を踏まえて検討すると，本件対象文書は決裁簿であり，個々の

決裁事案の処理に関する様々な情報が，それぞれ具体的に記載されて

いるところ，不開示維持部分中の「件名」欄，「文書番号」欄及び

「伺い文」欄の各記載内容のうち，事件番号及び文書番号並びに個々

の人権侵犯事件に係る具体的な情報が記載されている部分については，

個別の人権侵犯事件が特定される可能性がある情報といえるのである

から，そのような情報を公にすると，当該情報を原処分において既に

開示されている情報とを照らし合わせることにより，特定の人権侵犯

事件に係る法務局内部における取扱いや処理についての協議・検討を

行った状況等が明らかとなり，そのことにより，外部からの圧力や干

渉等の影響を受けるなどし，職員の率直な意見の交換若しくは公正で

あるべき意思決定の中立性が不当に損なわれるおそれがあることを否

定できず，ひいては，今後の国の機関が行う人権擁護行政事務の適正
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な遂行に支障を及ぼすおそれがあると認められる。 

したがって，当該不開示維持部分は，法５条６号柱書きに該当し，

同条５号について判断するまでもなく，不開示とすることが妥当で

ある。 

   オ しかしながら，不開示維持部分中の「件名」欄及び「伺い文」欄の

うち，事件番号及び文書番号並びに個々の人権侵犯事件に係る具体

的な情報が記載されている部分を除く部分（別紙に掲げる部分）に

ついては，これらを公にしても，個別の人権侵犯事件を特定できる

とは認められず，したがって，職員の率直な意見の交換若しくは公

正であるべき意思決定の中立性が不当に損なわれるおそれや，人権

侵犯事件の関係者から無用の誤解，反発を招き，調査そのものに協

力することを拒否するようになるおそれ又は人権侵害の救済を求め

る者が，法務省の人権擁護機関に被害の申出をすることを差し控え

るようになるおそれがあるとは認められず，ひいては，今後の国の

機関が行う人権擁護行政事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれが

あるとも認められないことから，法５条５号及び６号柱書きのいず

れにも該当せず，開示すべきである。 

  カ 次に，不開示維持部分中の「起案日」欄の記載部分について検討す

ると，同欄に記載された起案日のみからは個別の人権侵犯事件を特定

できるとは認められないため，この点につき，当審査会事務局職員を

して諮問庁に確認させたところ，原処分において決裁日が開示されて

いるため，対応する起案日を開示すると，個別の人権侵犯事件に関す

る書面の決裁期間が明らかになることから，当該事件の当事者や関係

者はもちろんのこと，他事件の事件当事者等からも，明らかになった

決裁期間を引き合いに出して，自らの事件について執拗に処理の迅速

化を求めるといった不当な圧力を受けるおそれがあるとのことであり，

この諮問庁の説明を覆すに足りる事情は認められない。 

    そうすると，不開示維持部分中の「起案日」欄の記載部分を公にす

ることにより，決裁に要した期間という，個別の人権侵犯事件に係る

法務局内部における取扱いや処理についての協議・検討を行った状況

等の一端が明らかになると認められ，上記エと同様の理由により，職

員の率直な意見の交換若しくは公正であるべき意思決定の中立性が不

当に損なわれるおそれ等があることは否定できず，ひいては，今後の

国の機関が行う人権擁護行政事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれ

があると認められることから，法５条６号柱書きに該当し，同条５号

について判断するまでもなく，不開示とすることが妥当である。 

３ 本件一部開示決定の妥当性について 

以上のことから，本件対象文書につき，その一部を法５条５号に該当す
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るとして不開示とした決定については，諮問庁が同条５号及び６号柱書き

に該当するとしてなお不開示とすべきとしている部分のうち，別紙に掲げ

る部分を除く部分は，同号柱書きに該当すると認められるので，同条５号

について判断するまでもなく，不開示とすることは妥当であるが，別紙に

掲げる部分は，同条５号及び６号柱書きのいずれにも該当せず，開示すべ

きであると判断した。 

（第１部会） 

委員 岡田雄一，委員 池田陽子，委員 下井康史 
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別紙（開示すべき部分） 

頁 行 「件名」欄 「伺い文」欄 

１ 

 

５ １５文字目ないし２４文

字目を除く部分 

「記」以下の各項目の記載内容を除

く部分 

６ ４文字目ないし１５文字

目を除く部分 

３５文字目ないし４２文字目及び

「記」以下の各項目の記載内容を除

く部分 

７ ６文字目ないし１０文字

目及び１２文字目ないし

１６文字目を除く部分 

「記」以下の各項目の記載内容を除

く部分 

１１ ５文字目ないし１４文字

目を除く部分 

１０文字目ないし１２文字目及び

「記」以下の各項目の記載内容を除

く部分 

２ １ １１文字目ないし２７文

字目を除く部分 

４５文字目ないし４７文字目及び

「記」以下の各項目の記載内容を除

く部分 

２ ４文字目ないし１３文字

目を除く部分 

「記」以下の各項目の記載内容を除

く部分 

３ １１文字目ないし２１文

字目を除く部分 

 

４ １５文字目ないし２５文

字目を除く部分 

２５文字目ないし２７文字目及び

「記」以下の各項目の記載内容を除

く部分 

５ ２文字目ないし１０文字

目を除く部分 

１０文字目ないし１２文字目及び

「記」以下の各項目の記載内容を除

く部分 

６ ５文字目ないし１７文字

目を除く部分 

９０文字目ないし９３文字目及び

「記」以下の各項目の記載内容を除

く部分 

３ 

 

 

 

 

 

 

 

１ １５文字目ないし３０文

字目を除く部分 

「記」以下の各項目の記載内容を除

く部分 

２ ４文字目ないし１２文字

目を除く部分 

１０文字目ないし１２文字目及び

「記」以下の各項目の記載内容を除

く部分 

３ ２文字目ないし１０文字

目を除く部分 

１０文字目ないし１２文字目及び

「記」以下の各項目の記載内容を除

く部分 
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 ４ ２文字目ないし１４文字

目を除く部分 

「記」以下の各項目の記載内容を除

く部分 

６ ５文字目ないし１６文字

目を除く部分 

１０文字目ないし１２文字目及び

「記」以下の各項目の記載内容を除

く部分 

８ 全て なし 

４ １ １９文字目ないし２８文

字目を除く部分 

１０文字目ないし１２文字目及び９

８文字目ないし１００文字目並びに

「記」以下の各項目の記載内容を除

く部分 

２ １１文字目ないし２０文

字目を除く部分 

３８文字目から４０文字目及び

「記」以下の各項目の記載内容を除

く部分 

３ １５文字目ないし３２文

字目を除く部分 

「記」以下の各項目の記載内容を除

く部分 

４ ４文字目ないし１５文字

目を除く部分 

１０文字目ないし１３文字目及び

「記」以下の各項目の記載内容を除

く部分 

７ ２１文字目ないし３０文

字目を除く部分 

「記」以下の各項目の記載内容を除

く部分 

８ １１文字目ないし２２文

字目を除く部分 

４５文字目から４９文字目及び

「記」以下の各項目の記載内容を除

く部分 

５ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ ２１文字目ないし４８文

字目を除く部分 

「記」以下の各項目の記載内容を除

く部分 

２ １１文字目ないし２３文

字目を除く部分 

「記」以下の各項目の記載内容を除

く部分 

３ １１文字目ないし２２文

字目を除く部分 

「記」以下の各項目の記載内容を除

く部分 

５ ２文字目ないし１１文字

目を除く部分 

「記」以下の各項目の記載内容を除

く部分 

６ １５文字目ないし２５文

字目を除く部分 

本文下の各項目の記載内容を除く部

分 

７ １５文字目ないし２１文

字目及び３５文字目ない

し４３文字目を除く部分 

１文字目ないし３文字目，４８文字

目から５０文字目及び８７文字目な

いし８９文字目並びに「記」以下の

各項目の記載内容及び項目５の項目
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名のうち１文字目ないし３文字目を

除く部分 

８ ５文字目ないし１６文字

目を除く部分 

１０文字目ないし１２文字目及び

「記」以下の各項目の記載内容を除

く部分 

６ ２ ４文字目ないし１２文字

目を除く部分 

３７文字目ないし３９文字目及び

「記」以下の各項目の記載内容を除

く部分 

３ ４文字目ないし１３文字

目を除く部分 

１０文字目ないし１３文字目及び

「記」以下の各項目の記載内容を除

く部分 

４ １５文字目ないし３０文

字目を除く部分 

「記」以下の各項目の記載内容を除

く部分 

５ ４文字目ないし２３文字

目を除く部分 

２０文字目ないし４３文字目及び

「記」以下の各項目の記載内容を除

く部分 

６ ２１文字目ないし３８文

字目を除く部分 

「記」以下の各項目の記載内容を除

く部分 

７ １５文字目ないし２６文

字目を除く部分 

「記」以下の各項目の記載内容を除

く部分 

８ ５文字目ないし９文字目

を除く部分 

なし 

７ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ １３文字目ないし２３文

字目を除く部分 

３０文字目ないし３２文字目及び

「記」以下の各項目の記載内容を除

く部分 

２ １５文字目ないし２５文

字目を除く部分 

「記」以下の各項目の記載内容を除

く部分 

３ １７文字目ないし２６文

字目を除く部分 

 

４ １７文字目ないし２６文

字目を除く部分 

 

５ １４文字目ないし２３文

字目を除く部分 

 

６ １４文字目ないし３０文

字目を除く部分 

 

７ ２文字目ないし１１文字

目を除く部分 
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 ９ ２１文字目ないし３３文

字目を除く部分 

「記」以下の各項目の記載内容を除

く部分 

１０ ５文字目ないし１６文字

目を除く部分 

１０文字目ないし１５文字目及び

「記」以下の各項目の記載内容を除

く部分 

１２ ２文字目ないし１１文字

目を除く部分 

１０文字目ないし１２文字目及び

「記」以下の各項目の記載内容を除

く部分 

８ １ ２文字目ないし１１文字

目を除く部分 

「記」以下の各項目の記載内容を除

く部分 

４ ５文字目ないし１７文字

目を除く部分 

１０文字目ないし１５文字目及び

「記」以下の各項目の記載内容を除

く部分 

５ ２１文字目ないし３２文

字目を除く部分 

１０文字目ないし１４文字目及び

「記」以下の各項目の記載内容を除

く部分 

９ １ １５文字目ないし２４文

字目を除く部分 

２５文字目ないし２７文字目及び

「記」以下の各項目の記載内容を除

く部分 

４ ２文字目ないし６文字目

を除く部分 

「記」以下の各項目の記載内容を除

く部分 

１１ 全て  

１０ １ ５文字目ないし１３文字

目を除く部分 

１１文字目ないし１３文字目及び

「記」以下の各項目の記載内容を除

く部分 

 


